◎　住民自治協議会について

１．住民自治協議会の概要
(1)　役割
　　　住民同士のコミュニケーションが図れる範囲の地域において、生活の質の向上につながる親睦や学習活動をはじめ、地域が抱える課題について共に考え、対応していける自立性のある総合的な組織として、住民自治協議会の設立が必要となっています。各地域が有する課題はそれぞれ異なり、住民のニーズも多様化、複雑化するなかで、行政が市全域を一律に対応していくことはきわめて困難になってきており、地域がそれぞれの実情に対応し、行政がこれらの活動を支援していくことにより、皆が満足でき、住みよい地域の形成につながります。

　　　さらに、住民自らが自主的な活動を展開することにより、生きがいの創出や地域への愛情、誇りが深まり、住んでいて良かったと思え、活力あふれる地域の創造にもつながっていきます。

(2)　区域
　　　伊賀市まちづくりプランでは、住民自治を新市のまちづくりの基本に据えており、小学校区単位を基本に住民自治協議会を設置することとしています。

　　　この自治協議会は、一律に定めることはできないが、行政が支援するにあたっては、公平な観点から、その単位を特定していく必要があることから、伊賀市住民自治区域等検討委員会を設置し、地域の実情を勘案して、伊賀市として様々な支援をしていく単位としての住民自治の区域を設定しました。
　　
（検討結果）
· お互いの顔がわかり、一定の面識社会の形成されている範囲が住民自治の活動を行うのに必要不可欠な条件であることから、昭和の合併前の市町村単位（大規模住宅団地）、自治会のブロック、小学校区、地理的な状況等を念頭において検討した。

· 地域福祉や地域教育、地域防災など地域社会の様々な課題に対応していくためには、自ら解決していける人材の確保が必要なことから、地域の人口、世帯数、年齢層（少子化率、高齢化率）を参考に検討した。
· 様々な住民自治活動が展開されれば、活動拠点の確保が必要となるため、それに対応可能な施設があるか、地区市民センターや地区公民館、その他利用可能な公共施設の状況等に基づき検討した。

· 現在、各市町村で住民自治の組織づくりが進められており、地域の自発的な動きが重要になってくることから、その動向について把握し、検討した。

　
(3)　会員
その区域に住所を有する者であれば個人、団体、企業等を問わず誰でも参加できる組織とします。

※地域の総合的な自治組織と言う性格上、会員はオープンにしておく必要がある。ちなみに、自治会（区）は個別加入のため、個々人の意見反映ができないといった課題がある。
（4）組織
①　運営委員会

自治会（区）や各種団体（PTA、ボランティア団体、NPOなど）、企業、公募による住民などで構成する運営委員会を設置します。運営委員会は組織運営にあたっての方針や重要な事項について審議・決定していく機関です。

②実行委員会

事業を実施するにあたっては、活動の分野や目的（福祉、環境、教育、防災など）に応じて実行委員会や部会を設置します。
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　＊住民自治協議会の定義・要件（自治基本条例第24条）
　　
ポイント！　自治会（区）と各種団体との協働
　　　　　　　　　↓　　　　　　↓（福祉、環境、防災、教育、文化、体育…）

　　　　　　　 　ヨコ　　＋　  タテ　　＝　　総合的なまちづくり組織
　　　　＊住民自治協議会の設立にあたっては、自治会（区）と各種目的別団体、そして意欲のある個人の参加がたいへん重要である。

　　　　　従来、地域のことに関しては、自治会（区）が大きな役割を果たしてきたが、行政主導などにより各種団体が結成されたり、住民が自発的な活動のもとNPOを立ち上げたりするなかで、広く地域全体としての統合的な調整や課題解決力が低下してきていると言われている。

　　　　　こうした背景のもと、地域に強い活動基盤を有する自治会（区）と、より専門的な見地から地域課題を解決しようとする目的別団体とが互いに連携していくことが重要。

　２．地域まちづくり計画


計画策定のポイント

　　①　現状把握・課題の整理
　　　・統計データの活用

　　　・タウンウォッチング　　など

　　　＊地域に応じた取組みをするには、地域の現状把握や課題整理が重要。
　　②　具体的な活動内容の提案
　　　・わかりやすく具体的な内容のもの　　　（×抽象的なもの）



　　③　実施期間、実施主体、実施経費の整理
　　　・実施期間

　　　　計画の期間は特に定めていないが、将来的な活動展開を踏まえる必要性から、できれば3年以上先を見通したものが望まれる。

　　　　（例）「3年以内」「3年～6年」「7年以上」

　　　・実施主体

　　　　「地域」で取り組むものが基本だが、「市と連携」して効果的に進めるものや、必要に応じて「市」に実施してほしい内容に整理。
　　　・実施経費

　　　　事業ごとの概算経費を算出しておき、財源手当てにつても検討。

　　④　民意の反映・情報の公開・自由な参画　　…説明会、広報
　３．まちづくり活動の実践

　　(1)　実行組織
　　　　自主的な活動にあたっては、必要に応じて各種の実行委員会を結成。

　　　　　　「この指とまれ方式｣　　 ・目的が共有されている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・意欲のある者の参加　　×強制参加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・話し合いによる役割分担・費用負担

　　　　恒常的に実施されているもの、住民自治協議会の組織として各分野の部会を結成。

　（例）広報、福祉、健康、教育（学習）、文化、スポーツ、防災など

　　(2)　実施の際の注意点
　　　①　広報（情報共有）

　　　　・媒体…広報紙の全戸配布、ホームページ、メール、マスコミへの情報提供

　　　　　　　　近隣、友人への働きかけ

　　　　・提供段階…　事業の企画　～　準備　～　実施

　　　②　実行者を広く呼びかけ（市民参加）

· 　　　　・企画　～　準備　～　実施

· 特定の者だけで行わない。常に関心層の掘り起こしに努める。
· 特に、若者や女性の参加を大切に。

　　　③　役割分担（協働）
　　　　・各人、各団体の利点が生かせるよう配慮

　　　　・役割を決めつけない、押しつけない。　＊納得してやる気を引き起こすこと
　　　④　活動の反省（評価）

　　　　・主催者の自己満足で終わらせない

　　　　・事業の目的を達成できたか？　　＊実施そのものが目標ではない
　　　　・改善点を次回以降の活動に生かす

　　　⑤　経費

　　　　・まずは限られた予算を有効に使う（費用対効果、使いきりを前提としない）
　　　　・必要に応じて料金を徴収

　　　　　（例）配食サービスの実施に際し、原材料費相当分を利用料金として徴収。

　　　　・市からの交付金以上の事業を展開する場合、別途財源の確保が必要

　　　　　（例）会員から会費を徴収

　　　　　　　　バザーや朝市での売り上げの一定割合を寄付金として歳入に入れる
　４．住民自治協議会への支援（自治基本条例第２７条）

　　(1)　活動拠点の提供

　　　・住民自らが各地域での自治が行えるよう場（自治センター）の提供

　　(2)　財政支援

　　　　地域ごとの総意・工夫が発揮され、地域で使途が決められる財政支援制度として、次の2種類の交付金が設けられています。（平成17年1月から施行）
　　　①　設立交付金

　　　　住民自治協議会の設立当初における組織運営を支援するため、協議会が設立された地域に、単年度100万円以内を限度に交付される。

　　　　（算定の根拠）事務員の人件費（週4日×半日）

＋固定的な事務費（消耗品費や通信運搬費）

＊協議会事務を行政が行っている場合、当該経費を控除して交付。
　　　　この交付金制度は平成18年度までとしているが、これは住民自治協議会設立後、概ね2年間で自治活動の拠点施設を地域で管理運営すること目標にしているため。

　　　　＊指定管理者制度とも関係。市が管理する前提はなくなる。

　　　②　地域交付金

　　　　住民自治協議会の活動を推進するため、地域まちづくり計画を策定している協議会へ交付される。交付金額は、当該年度の住民自治協議会地域交付金の予算総額を均等割25％、人口割75％で算出される。

　　　　＊地域により人口格差が大きいことから（最小約500人、最大約10,000人）、人口割にシフトした。

　５．協働と公の担い手
　　「協働」…ある課題について関係する各主体が、共通の目標に向かって対等の立場で協力し合うこと。
　　　　　　　単なる参加よりも踏み込んだ、行政と市民（市民団体）、企業などの新たな関係のあり方として注目されており、パートナーシップといった表現も互換的に用いられている。　　　　　　　＊地方自治の現代用語より
　　　　　　　協働に求められているのは、次のような原則の徹底である。

　　　　　　　①　対等性　　　②　自主性の尊重　　　③　自立性の確保

　　　　　　　④　相互理解　　⑤　目的の共有　　　　⑥　情報の公開

　　　　　　　
市民及び市又は市民同士や各種団体がそれぞれに果たすべき責任と役割を認識し、相互の補完、協力すること。　　　　　＊伊賀市自治基本条例第2条第5号
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◎　「市民」が主役・地域が主体　伊賀市分権型まちづくり
　　
◆自治の形態


· 「補完性の原則」を基本として自治を推進していきます。

→　補完性の原則…家族や地域などの小さな単位で可能なことはそれに任せ、そこで不可能若しくは非効率なものを、市町村や県、国などの大きな単位が行うという考え方です。
個人　→　家族　→　地域　→　伊賀市　→　 県 　→　 国 　→　世界　･･･それぞれ補っていく
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順に補完していく


· 伊賀市の将来像…新市建設計画（伊賀市まちづくり計画　平成15年12月策定）

における将来像をさします。
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《ポイント》


小学校区単位で取り組んだほうがよもの（区単位では取り組みにくいもの）


各種団体の活動を地域全体に広げたほうがよいもの








新たな取り組みは必要だが、活動を増やしていくのは限界がある。


先ずはできることから始め、実績が積めたら計画の内容をバ－ジョンアップさせればよい。（全ての分野を網羅する必要はない。）


既存の活動内容を情報共有、整理していくことが大切。








○○地域


まちづくり


計画








○○地域


まちづくり


計画











○○地域


まちづくり


計画









































































































































住民自治協議会単位





～





第6


ブロック地区別計画





第1


ブロック地区別計画





伊賀市総合計画





基本計画





実施計画





基本構想





意欲のある人の参加、実行の分権化





民主的な代表選出と意思決定








PAGE  

_1143453391.xls
Sheet1

		

				個人 コジン		家族 カゾク		集落 シュウラク		小学校区 ショウガッコウク		支所管内 シショカンナイ

								自治会、区 ジチカイク		住民自治協議会 ジュウミンジチキョウギカイ		行政 ギョウセイ

		自治の形態 ジチケイタイ		自分のことは自分でする、という個人自治 ジブンジブンコジンジチ		個人で無理なことは、まず家族で行う、という家族自治 コジンムリカゾクオコナカゾクジチ		従来の自治会などによる集落自治 ジュウライジチカイシュウラクジチ		住民自治協議会による自治 ジュウミンジチキョウギカイジチ		支所による行政自治 シショギョウセイジチ

		意見聴取方法 イケンチョウシュホウホウ		―		家族会議 など カゾクカイギ		自治会総会
役員会　など ジチカイソウカイヤクインカイ		住民自治協議会総会
運営委員会 など ジュウミンジチキョウギカイソウカイウンエイイインカイ		住民自治連合会による意見聴取 ジュウミンジチレンゴウカイイケンチョウシュ

		活動の拠点 カツドウキョテン		個 コ		家庭 カテイ		区集議所　など クシュウギショ		自治センター ジチ		支所 シショ



順に補完していく



























1






























1Y








